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平成 24 年 1 月 31 日 

各  位 

会 社 名 株式会社京王ズホールディングス 

代表者名 代表取締役社長 横江 実 

（コード番号 3731 東証マザーズ） 

問合せ先 取締役管理部長 小松 功一 

（TEL． 022－ 722－ 0333） 

 

内部統制報告書の評価結果不表明、内部統制監査報告書の意見不表明及び 

「内部統制報告書の訂正報告書」の提出に関するお知らせ 

 

当社は、本日、内部統制報告書を提出いたしましたが、本報告書において平成 23 年 10 月期の財務報告

に係る内部統制の評価結果を表明できない旨を記載しておりますので、下記のとおりお知らせいたします。 

また、当社が財務報告に係る内部統制についての最終的な評価結果を表明していないことを受け、当社

の会計監査人である清和監査法人から平成 24 年 1 月 24 日付で、当社の平成 23 年 10 月 31 日現在の財務

報告に係る内部統制について、内部統制報告書に対する意見表明のための合理的な基礎を得ることができ

なかったとして、「意見を表明しない」旨が記載された内部統制監査報告書を受領しておりますので、あわ

せてお知らせいたします。 

さらに、当社は、平成22年１月29日に提出に提出いたしました第17期内部統制報告書（自 平成20年11

月１日 至 平成21年10月31日）及び平成23年１月28日に提出いたしました第18期内部統制報告書（自 平

成21年11月１日 至 平成22年10月31日）の記載内容に修正すべき事項が発生いたしましたので、金融商

品取引法第24条の４の５の第１項に基づき、内部統制報告書の訂正報告書を提出いたしました。なお、第

17期及び第18期内部統制報告書において財務報告に係る内部統制の評価結果を表明することができなか

った旨を記載しておりますので、あわせてお知らせいたします。 

 

記 

１． 内部統制報告書の内容 

平成23年12月に実施した過年度決算訂正に関して、平成23年８月から平成23年11月にかけて第三者

調査委員会による不適切な取引及び会計処理の原因、並びに社内体制全般に関する原因の調査が行わ

れた結果、監督機能の不全、内部監査機能の不足など当社の内部統制環境（組織・管理体制）に起因

した全社的な内部統制に重要な欠陥があることを示唆する不備が特定されました。これに伴い、当社

は、当初の計画段階において評価範囲に選定していなかった当社の資金管理・有形固定資産管理プロ

セスについて、新たに評価範囲に追加することが適切であると判断しましたが、関連する第三者調査

委員会による最終報告の公表が、期末日前後になったため、新たに評価することが適切であると判断

した内部統制の評価手続を実施することができませんでした。 

また、当社は、過年度決算訂正に関する有価証券報告書等の訂正報告書の提出や、その他社内調査

等に優先的に注力したため、当初の計画段階において評価範囲に含めていた当社の決算財務報告プロ

セスの決算処理プロセス及び業務プロセスについても、評価手続の一部を実施することができません

でした。 

従って、当社は、上記の重要な評価手続が実施できなかったため、評価対象とした平成 23 年 10 月

31 日現在の財務報告に係る内部統制の全ての重要な欠陥を特定するには至らず、最終的な評価結果を

表明することができません。 



‐2‐ 

２． 監査を実施した公認会計士等の名称 

清和監査法人 

 

３． 内部統制監査報告書の受領日 

平成 24 年１月 24 日 

 

４． 内部統制監査報告書の内容 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社京

王ズホールディングスの平成23年10月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に

係る内部統制を整備及び運用並びに内部統制報告書を作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の

責任は、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表明することにある。また、財務報告に係る

内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性がある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準

に準拠して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制

報告書に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、

試査を基礎として行われ、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果についての、

経営者が行った記載を含め全体としての内部統制報告書の表示を検討することを含んでいる。 

記 

内部統制報告書に記載のとおり、会社は、当初計画段階において評価範囲から除外していた会社の

資金管理プロセスおよび有形固定資産管理プロセスについて、評価手続を行うことが出来ず、また、

会社の販売、購買、在庫、決算財務報告プロセスについては、一部未了な評価手続があるため、財務

報告に係る内部統制の評価は完了していない。会社は当該評価範囲の制約による影響が重要であると

判断し、財務報告に係る内部統制についての最終的な評価結果を表明していない。このため、当監査

法人は、株式会社京王ズホールディングスの平成23年10月31日現在の財務報告に係る内部統制につい

て、内部統制報告書に対する意見表明のための合理的な基礎を得ることができなかった。 

当監査法人は、内部統制報告書において評価範囲の制約とされた当該内部統制の財務報告に与える

影響の重要性に鑑み、株式会社京王ズホールディングスの平成23年10月31日現在の財務報告に係る内

部統制の有効性についての結論を表明しない旨を表示した内部統制報告書に対する意見を表明しない。 

 

追記情報 

会社は、内部統制報告書に記載のとおり、全社的な内部統制に重要な欠陥があるとしている。財務

諸表監査においては、当該重要な欠陥の影響を考慮して実施すべき監査手続、実施の時期及び範囲を

決定しているため、財務諸表監査の意見に及ぼす影響はない。 

 

５． 財務諸表の監査報告書における監査意見 

無限定適正意見であります。 

 

６． 第 17 期及び第 18 期の財務報告に係る内部統制の評価結果を表明することができなかった旨 

前述のとおり、過年度にわたる不適切な取引及び会計処理に関する第三者調査委員会の調査が行わ

れた結果、当社の内部統制環境に起因した全社的な内部統制に重要な欠陥があることを示唆する不備

が特定されました。これに伴い、当社は、当初の計画段階において評価範囲に選定していなかった当

社の資金管理・有形固定資産管理プロセスについて、新たに評価範囲に追加することが適切であると

判断しましたが、当該評価手続を遡って実施することはできないため、評価対象とした財務報告に係
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る内部統制の全ての重要な欠陥を特定するには至らず、最終的な評価結果を表明することができませ

ん。 

 

７． 是正に向けた取組みについて 

当社は、財務報告に係る内部統制の評価を実施した範囲において以下に記載する全社的な内部統制に

係る不備を識別しました。平成24年１月30日開催の当社定時株主総会において新たに選任された経営陣

において、下記のとおり是正に向けて取り組んでまいります。 

◆ 全社的な内部統制 

№ 重要な欠陥の内容 是正に向けた取組み 

１ 

当社は、監督機能の不全、内部監査機能の不

足など一部統制環境の欠如、並びに法令遵守

や社内ルール遵守に対する意識の欠如によ

り、過去複数年度に亘る会計事実とは乖離し

た決算を引き起こしました。 

監査体制の改新、内部監査の実効化、取締役会

の実効化などの統制環境の再構築に努めて参

ります。また、当社が掲げる経営理念としての

「企業理念」、社員が業務を誠実にそして高い

倫理観をもって行動するためのよりどころに

なる「京王ズグループ企業行動憲章」の再策定

と継続的な教育を行い、取締役及び社員一人ひ

とりへの浸透を図るとともに、ルールを徹底す

る意識を高め、企業風土の抜本的改革を進めて

参ります。 

２ 

部門・部署間の相互牽制・監視機能が働く組

織構造の欠如、並びにこれに起因し、社内に

問題があっても指摘しにくい慣行等、情報の

風通しの悪い企業風土が存在した為、認識さ

れない業務プロセスに係る内部統制上の問

題点・リスクも顕在化しておりました。 

部門・部署間の相互牽制・監視機能が働く組織

構造へと改編に努めると共に、管理部門への人

員の十分な確保、コンプライアンス教育の強

化、定期的な人事異動などを通じ、不正の未然

防止及び万一不正が行われた場合の早期発

見・早期是正が可能な組織への変革に努めて参

ります。また、問題・リスク認識の共有化と改

善に向けた取り組みにも注力し、風通しの良い

職場づくりを進めて参ります。 

３ 

当社、及び連結子会社１社（株式会社京王ズ

コミュニケーション）において認識されない

業務プロセス（資金管理・有形固定資産管理

プロセス）が存在しておりました。これによ

り財務報告の信頼性に関するリスク評価と

対応の実施が十分にできず、財務報告に係る

誤謬リスク、不正リスクが顕在化いたしまし

た。 

No２の組織構造の改編と共に、各部門において

想定されるリスクの再認識、評価、対応を継続

的に行い、その実効性について担保できるよう

努めて参ります。また、規程や業務手順を明確

化した手順書を作成・改廃し、各業務活動、統

制活動がこれらのルールに従って実施されて

いることを、日常的なモニタリングの中で監視

していく体制を整備して参ります。 

４ 

取締役会において財務報告とその内部統制

に関する情報提供が十分ではなかったため、

取締役会及び監査役による経営者の監督・監

視が適切に機能しておりませんでした。 

社内規程を改訂し、取締役会決議を必要とする

重要事項の再定義、定められた手続きによる取

締役会の開催・運営、公正な取締役会決議を通

じて各取締役の職務執行に足る十分な情報提

供が可能な体制を構築し、取締役相互間の牽

制・統制が十分に機能する運営体制の構築を進

めて参ります。 

以 上 


